
ため池の防災減災対策について

令和７年８月６日

関東農政局 農村振興部 防災課

R7防災重点農業用ため池管理者研修会



○ 全国の農業用ため池は約15万か所あり、降水量が少なく、大きな河川に恵まれない西日本を中心に分布。
特に、瀬戸内地域に全国の約５割が分布。

１ ため池の現状
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ため池の被災件数
（平成25～令和４年）

年 災

新潟中越地震
10回の台風上陸

東日本大震災

ため池の被害の推移

豪雨によってため池が決壊した事例

平成26年８月の豪雨による決壊
（京都府）

平成29年７月の豪雨による決壊
（福岡県）

平成16年10月の台風による決壊
（兵庫県）

平成25年７月の豪雨による決壊
（山口県）

ため池の決壊件数
（平成25～令和4年）

過去10年間では、豪雨に
よる被災が94％、地震によ
る被災は6％となっている。

堤体の決壊については、
99.8％が豪雨によるもので
ある。

熊本地震ほか

※ 東日本大震災による被災を含む。 ※ 東日本大震災による被災を含む。

平成30年７月豪雨ほか

○ 近年の自然災害によるため池の被害は、10回にわたる台風の上陸があった平成16年と、東日本大震災があった平成
23年で顕著。被災原因の94％は豪雨によるもので、地震によるものは6％。
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２ ため池の被災状況
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過去10ヶ年のため池の被災状況



おと おお よこ

広島県 乙池・大池・横池（重ね池）被災状況

(都道府県報告)
2府4県

32件
【被害状況】
人的被害：死者 １名

負傷者 ４名
人家被害：全壊 １戸

床下浸水 ８戸

ため池決壊件数

広島県
決壊 ２３か所

岡山県
決壊 ４か所

京都府
決壊 ２か所

福岡県
決壊 １か所

愛媛県
決壊 １か所

大阪府
決壊 １か所

しょうぶざこかみ しょうぶさこしも

広島県 勝負迫上池・勝負迫下池

被災家屋

被災状況（上流側）

被災状況 被災状況

写真① 大池 写真② 横池

勝負迫下池

勝負迫上池

横池

大池

乙池

ため池上部のグラウンドの崩壊による土砂流入により、ため池が決壊。
ため池下流において、１名死亡、４名負傷。

決壊による濁流の流入のため下流の小学校が一時孤立。

なかしま

福岡県 中島ため池
堤体決壊

下流の小学校への土砂流入

３連の重ね池のうち、上流側の横池と大池が決壊。

ただし、下流の乙池は土砂流入のみで決壊には至
らなかった。

（10月9日時点）

２ ため池の被災状況
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平成30年７月豪雨によるため池の被災状況



台風第２号

堤体下流法面の損傷（和歌山県橋本市）

６月29日からの大雨

堤体下流法面の損傷（石川県津幡町）

台風第２号

６月29日からの大雨

７月15日からの大雨

台風第７号

台風第13号

６月29日からの大雨

堤体の決壊（福岡県八女郡広川町）

○ ５月５日の能登地震：９か所（石川県）。
○ 台風第２号：16か所（埼玉県、静岡県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）。
○ ６月29日からの大雨：63か所（富山県、石川県、福井県、山口県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県）。うち、６か所決壊（富山県、福岡県、佐賀県）
○ ７月15日からの大雨：12か所（秋田県）。うち、２か所決壊（秋田県）。
○ 台風第７号：４か所（京都府、兵庫県、鳥取県、岡山県）。
○ 台風第13号：７か所（福島県、千葉県）。

県

被災数（うち、決壊数）

５/５の
能登
地震

台風
第２号

６/29
からの
大雨

7/15
からの
大雨

台風
第７号

台風
第13
号

秋田県 12(２)

福島県 3

埼玉県 1

千葉県 4

富山県 9(1)

石川県 9 20

福井県 2

静岡県 1

京都府 1

大阪府 2

兵庫県 3 1

奈良県 1

和歌山県 8

鳥取県 1

岡山県 1

山口県 1

愛媛県 2

福岡県 14(2)

佐賀県 8(3)

長崎県 2

熊本県 2

大分県 3

合計 9 16 63（6） 12 4 7

５月５日の能登地震

７月15日からの大雨

堤体の決壊（秋田県仙北市）

２ ため池の被災状況
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令和５年度 豪雨及び台風による防災重点農業用ため池の被災状況



これまでの個別施設のハード整備による農地・農業用施設の災害発生の未然防止に加え、
広域的・総合的視点を重視し、老朽化した農業水利施設の長寿命化・耐震化や洪水被害防止
対策等のﾊｰﾄﾞ対策と、ため池ハザードマップ作成や管理体制の強化等のｿﾌﾄ対策を組み合わせ
つつ防災減災を推進。

防災情報管理システム

ハザードマップの整備・ワークショップの開催

・ため池改修
・排水機場の整備
・地すべり防止対策 等

ハード整備 ソフト対策

これから
これまで

●ハード整備の効率的な展開

広域的・総合的視点の重視

●地域とのつながりの重視
・地域住民の管理活動への参画
・地域に住む技術者のボランティア参画

これから

集落安全設備整備

ため池の整備

避難施設の耐震化

排水路整備

土留工整備
防火水槽整備

用水路整備

大規模災害から農村住民の生
命・財産等を未然に守るため
の総合的な防災・減災対策の
推進

●ソフト施策の推進
・農地災害の予測や情報連絡のシステム整備
・ハザードマップの整備
・管理体制の強化
・ワークショップ 等

地域住民参加に
よるため池の保
全活動

農村災害ボラン
ティアによる被
災状況の調査

これから

３ 農村地域における防災・減災対策
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○ ハード対策

・機能診断：目的に即した診断手法の適用、性能低下要因の把握

・整備工事：整備目標（防災・減災）の設定、整備目標に応じた工事

○ ソフト対策

・ＢＣＰ（業務継続計画）の作成

・情報収集

降雨量、河川水位等を適切に収集し、過去の経験を踏まえた分析判断等

・連絡体制（協力体制）

緊急時の連絡体制、協力体制に係るマニュアル及び資材の整備等

・見回り、点検、管理記録

平常時の定期的な点検と記録、流入ゴミの除去、堤体や水路の草刈り等

・緊急対応

アクセスの確保、取水の停止、事前排水、事前・緊急放流、土のう設置等

・地域住民への避難／注意喚起

※参考事例集：www.maff.go.jp/j/nousin/kantai/tekiou/tameike_haisui_kijyou_sankou.html

３ 農村地域における防災・減災対策
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・「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」（ため池管理保全法）は、農業用水の確保を図るとともに、農業用
ため池の決壊による水害等の災害から国民の生命及び財産を保護することを目的として、防災上重要な農業用ため
池を指定し、必要な防災工事の施工を命ずることができることとする等の措置を講ずることを規定。
・法律は、令和元年７月１日に施行され、所有者等から農業用ため池の届出が行われるとともに、都道府県において、
特定農業用ため池の指定やデータベースの整備が進められている状況。

「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」の概要

○ 所有者等による都道府県への届出を義務づけ
○ 都道府県によるデータベースの整備、公表
○ 所有者等による適正管理の努力義務
○ 適正な管理が行われていない場合の都道府県の勧告、立入調査

特定農業用ため池
（１）特定農業用ため池の指定
○ 都道府県は、決壊した場合に周辺地域に被害を及ぼすおそれがある農業用ため池を「特定農業用た
め池」として指定

○ 形状変更行為の制限（許可制）
○ 市町村によるハザードマップ等の作成

（２）防災工事
○ 所有者等による防災工事（改良・廃止）の計画届出
○ 都道府県による防災工事の施行命令、代執行

（３）保全管理体制
○ 所有者不明で、適正な管理が困難な特定農業用ため池について、市町村が管理権を取得できる制度
を創設
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４ ため池整備事業



「防災重点農業用ため池に係る防災工事の推進に関する特別措置法」の概要（令和２年10月施行）

防災重点農業用ため池の決壊による水害その他の災害から国民の生命及び財産を保護するため、
防災工事等基本計画の策定、防災重点農業用ため池の指定、防災工事等推進計画の策定及び
国の財政上の措置等について定めることにより、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の集中
的かつ計画的な推進を図る。

防災工事 ： 農業用ため池の決壊を防止するために施工する工事
（廃止工事を含む）

劣化状況評価 ： 防災工事の必要性についての判断に資するために行う
劣化による農業用ため池の決壊の危険性の評価

地震・豪雨耐性評価 ： 防災工事の必要性についての判断に資するために行う
地震又は豪雨による農業用ため池の決壊の危険性の評価

防
災
工
事
等

農林水産大臣は、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の集中的かつ計画的な推進を図る
ため、防災工事等基本指針を策定。

都道府県知事は、基本方針に基づき、防災重点農業用ため池を指定できる。

目的

定義

基本指針

防災重点農業用ため池の指定

都道府県知事は、防災重点農業用ため池を指定したときは、基本指針に基づき、防災重点農業
用ため池に係る防災工事等の集中的かつ計画的な推進を図るため、防災工事等推進計画を策定。
【内容】 ① 防災工事等の推進に関する基本的方針 ② 劣化状況評価の実施に関する事項

③ 地震・豪雨耐性評価の実施に関する事項 ④ 防災工事の実施に関する事項
⑤ 市町村との役割分担及び連携に関する事項 等

推進計画

都道府県は、推進計画に基づく防災工事等
の実施者に対し、技術的な指導、助言等の
援助に努めるものとする。

土地改良事業団体連合会に対し、必要な
協力を求めることができる。

〔ため池サポートセンター〕

都道府県の援助

推進計画に基づく事業等の実施に要する費
用について国の必要な財政上の措置

財政上の措置

推進計画に基づく事業の経費に充てる地方
債について特別の配慮

地方債についての配慮

施行期日：公布日から6月以内の政令で定める日
法律の失効：令和13年3月末
検討 ： 施工後5年を目途とした検討

施行期日、法律の失効、検討

（第１条）

（第２条）

（第３条）

（第４条）

（第５条）

（第６条）

（第７条）

（第８条）

（附則）

４ ため池整備事業
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洪水や地震による決壊の防止、老朽化により早急に整備が必要なため池を改修又は農業生産や周辺環境に対し
て悪影響を与えているため池の水質改善等を行うことにより、災害の未然防止又は被害の最小化を図る。

５ ため池整備事業
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５ ため池整備事業
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５ ため池整備事業
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ため池の廃止

埋め立てによる事例 開削による事例

５ ため池整備事業

12



６ ため池の防災・減災対策に活用可能な補助事業
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６ ため池の防災・減災対策に活用可能な補助事業
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６ ため池の防災・減災対策に活用可能な補助事業
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６ ため池の防災・減災対策に活用可能な補助事業

16



７ 災害が発生したら

〇二次被害防止のための応急措置
・被災箇所の保護・・・ブルーシートによる養生、バリケード等による立入

禁止措置 など

・低水位管理

〇住民等への周知

〇営農への影響（査定前着工の検討、代替水源など）
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７ 災害が発生したら
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